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Ⅰ．はじめに

1．研究背景と目的

韓国において女性の貧困問題に関する議論が可

視化されはじめたのは、1980年代末からである。

その後、貧困問題は特に所得保障制度を中心に対

応されてきたため、女性の貧困をめぐる研究もそ

れら制度の成立・展開と相まって進められている。

1960年代から社会保障関係法が整備される中で

生活保護法が制定されたが、同法は 1999年廃止

され、国民基礎生活保障法が代表的な公的扶助と

して浮上する。同法において女性の貧困問題に関

する研究は、主に自活事業に焦点化されている。

また 1980年代には母子世帯の増加に伴い、低所

得母子世帯の貧困を解決すべく母子福祉法が制定

された（1989年）。そこでは母子世帯の貧困の原因・

実態・対策に関する研究が行われている。そして、

女性の老後所得保障機能を担う主要な制度として

国民年金制度がある。韓国では 1988年導入以来、

女性の年金受給権等をめぐる議論が多くなされて

おり制度改革にも反映されたが、女性の年金保障

は依然として不安定で多くの研究課題を有してい

る。2000年に入り、韓国社会では「生産的福祉」の

スローガンの下に急速に社会保障制度の拡大・整

備が進んでいる。しかしながら、一方では社会保

障制度からの排除や十分な保障が受けられない、

社会保障における「死角地帯」が深刻な問題となっ

ている 1）。特にその中心部の多くが女性であること

から女性の対貧困政策の必要性は高まっており、

より一層の研究が要請されている。

本稿では上記の研究背景の下で、韓国の対貧困

政策である所得保障制度を中心にこれまで行われ

てきた女性の所得保障をめぐる研究を概観し、今

後の研究課題を提示することを研究目的とする。

というのもこれまで女性の所得保障をめぐる研究

が多かったものの、それら全体を横断する観点で

アプローチされた研究は見受けられないためであ

る。本稿での考察は、韓国にとっては今後望まれ

る所得保障政策のあり方に向けての一助となり、日

本にとっては東アジア福祉国家論や社会保障分野

の日韓共同研究が進んでいる中で、韓国の所得保

障研究に関する情報提供になると考える。また貧

困の女性化が日韓共通の社会問題であり、女性の

所得保障が重要課題とされている点を考慮すると、

韓国の女性の所得保障研究の考察は日本にとって

も一定の示唆を与えると考える。

2．レビュー文献の選定

本稿では韓国の代表的な所得保障制度である国

民年金制度、国民基礎生活保障制度、母父子福祉

制度の 3つの制度のいずれかに関するもので 2）、

かつ女性の所得保障の観点から分析されている文

献をレビュー範囲として設定する。具体的に韓国

学術振興財団の登載・登載候補となっている学術
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論文誌の 10種 3）と、社会保障分野の最も代表的な

政府シンクタンクである「韓国保健社会研究院｣と

「韓国女性政策研究院」の研究刊行物、その他の文

献に限定する。レビュー期間は初刊から 2007年発

刊の最終版を基準とする。こうしてリストアップさ

れた文献は学術論文誌 29本、研究刊行物 17本、

単行本 6本で合計 52本である（表 1）。

3．分析枠組みと手順

諸研究の考察に当たっては 2つの分類軸に基づ

く。第 1の軸は「研究制度別分類｣として、諸研究

が対象とする制度、すなわち国民年金制度、国民

基礎生活保障制度、複数制度のように 3区分する。

このように区分された諸研究を、次は類似の研究

目的ごとにグルーピングし、その上で研究方法（分

析範囲と方法）と研究内容（研究結果と課題）に沿っ

て考察を行う。これはこれまでの女性の所得保障

をめぐる諸研究の論点、方法、結果等をより明確

化するためのものである。第 2の軸は「研究時期別

分類｣として、52本の論文を研究時期別に並べて

全体的な研究動向、特に時期別の研究対象制度に

おける主な論点、研究機関別特徴等を中心に考察

を行う。以上の分析枠組みに沿って、次は女性の

所得保障をめぐる研究動向を考察する（Ⅱ）。続い

てそれらを踏まえて全体的考察と今後の研究課題

を提示し（Ⅲ）、最後に今後の課題について述べる

（Ⅳ）。

Ⅱ．女性の所得保障をめぐる研究動向

1．研究制度別分類

52本のうち個別制度に着目した研究は 26本で、

国民年金制度に関するものが一番多く（20本）、次

に国民基礎生活保障制度に関するものである（6

本）。なお母父子福祉制度のみを女性の観点から分

析した研究は見当たらなかったため、ここでの考

察から除外する。

表 1　レビュー文献の選定

区分 学会・機関名 学術論文誌・機関誌名 レビュー期間 選定数

学術論文誌

韓国社会福祉学会 『韓国社会福祉学』 1979-2007 6

韓国社会保障学会 『社会保障研究』 1985-2007 6

韓国社会福祉政策学会 『社会福祉政策』 1995-2007 6

韓国家族社会福祉学会 『韓国家族福祉学』 1997-2007 1

韓国社会政策学会 『韓国社会政策』 1994-2007 0

韓国政策学会 『韓国政策学会報』 1994-2007 1

韓国女性学会 『韓国女性学』 1985-2007 2

韓国女性政策研究院 『女性研究』 1990-2007 4

大韓家庭学会 『大韓家庭学会誌』 1959-2007 2

韓国生活科学会 『韓国生活科学会誌』 1992-2007 1

研究刊行物
韓国保健社会研究院

『保健社会研究』 1995-2007 2

研究報告書 1996-2007 6

韓国女性政策研究院 研究報告書 1983-2007 9

単行本 6

合計 52

出所：筆者作成
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（1）国民年金制度

まず、諸研究を研究目的別にまとめる（表 2）4）。

年金制度においては制度全般における問題点・改

善策の分析が最も多く（11本）、特に女性の年金受

給権問題や不安定な年金保障が主な論点となって

いる。次に女性の老後所得保障の程度・効果の検

証（3本）、高齢女性の貧困原因・実態・対策の一

環としての年金制度の分析（3本）、年金分割や年

金クレジットに関する研究等がある。続いて分析

範囲は研究目的別の特徴はみられず、年金制度の

加入と受給の両面からの考察が一番多く（12本）、

そのいずれかに限定したものが 6本、残り 2本は

年金分割、年金クレジットを分析対象としている。

分析方法はいずれも制度・統計分析が中心である

が、目的①では外国事例の分析、目的②ではシミュ

レーション分析や国際比較、目的③ではインタ

ビュー調査等、研究目的別に特徴が見えた。

最後に、研究内容を整理する。目的①では性別

役割分業・性差別化されている家族・労働市場の

構造が年金制度にそのまま反映され、年金加入・

受給における男女間格差をもたらす点、その結果、

女性の老後所得保障は非常に不安定となると結論

付けている。ちなみにこれは他の研究でも共通す

る内容である。目的②では年金制度の仕組みの違

いにより年金保障の水準が異なる点、また一定の

年金加入期間をもつ女性には年金分割や育児クレ

ジットが給付水準の引き上げに役立つという点等

を挙げている。目的③では貧困の女性化は女性の

全生涯における性差別の結果であり、男性稼ぎ手

モデルを前提とする年金制度もその原因の一つで

あると指摘している。その他、女性の不安定な雇

用構造による不十分な年金保障の問題、年金分割

は財産請求権の観点で配偶者の状況とは無関係で

独立的な権利として認めるべき点、育児クレジット

表 2　国民年金制度と女性をめぐる研究

研究目的 分析範囲 分析方法

①
年金制度全般における問題点分析と改善策の
提示（11）

加入・受給（9） 制度・統計分析（8）
加入（1），受給（1） 制度・統計分析＋外国事例（3）

②
年金制度による女性の老後所得保障の程度・
効果の分析，改善策を提示（3）

加入・受給（2） 制度・統計分析＋シミュレーション
分析（2）

受給（1） 以上の方法＋国際比較（1）

③
高齢女性の貧困化原因，年金制度の分析，改
善策の提示（3）

加入（1），受給（2） 制度・統計分析（2）
制度分析＋インタビュー調査（1）

そ
の
他

女性の就業構造と年金制度における問題（1） 加入・受給 制度・統計分析＋外国事例
年金分割の問題と課題（1） 年金分割 制度分析＋外国事例
外国の出産・育児クレジット制度の分析と韓
国における導入方案（1）

外国の出産 外国事例
・育児クレジット

注：（　）内は論文の数を示す．
出所：筆者作成

表 3　国民基礎生活保障制度と女性をめぐる研究

研究目的 分析範囲 分析方法

自活事業及び女性参加者に関する
分析と課題提示（6）

自活事業の内容（3）
制度・統計分析 +調査分析（5）
制度・統計分析（1）

自活事業の自活共同体（2）

自活事業の看病人ドウミ事業（1）

出所：筆者作成
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は所得保障機能の強化という年金制度本来の目的

から検討されるべき点等が挙げられている。

これらに対する今後の課題は研究目的別に大き

な違いが見られないため、研究目的別に区分を行

わず次のように 2つにまとめておきたい。一つは中

短期的課題として、年金分割・遺族年金・併給措

置の改善や年金クレジットの導入等の主に派生的

受給権の改善であり、もう一つは長期的な課題と

して基礎年金の導入等が挙げられている。

（2）国民基礎生活保障制度

これに関する研究すべては、ジェンダー主流 

化 5）・ジェンダー観点からの自活事業及びその参

加女性の問題・課題の分析に限定されている（表 

3）6）。分析方法は制度・統計分析が中心であるが、

6本のうち 5本が実態調査である点は看過できな

い特徴の一つである。これは自活事業の効果や参

加女性の経験の分析という諸研究の目的によるも

のである。

続いて研究内容を整理する。研究結果は自活事

業の問題点と自活事業からみた国民基礎生活保障

制度の問題点の提示に分かれる。前者では、①自

活事業の対象者選定における問題（女性の労働権

の排除、性別役割分業のイデオロギーの反映等）、

②女性の自活勤労の内容が家事労働の延長領域

（例：看病事業）に集中する問題、③参加女性のニー

ズへの対応の不十分さ、④自活事業の管理体系の

不備等が指摘されている。後者では、貧困女性の

基礎生活と自活支援を保障するにあたって国民基

礎生活保障制度は多くの限界をはらんでいる点を

指摘している。これらに対する今後の課題として

は、自活事業にジェンダー主流化観点の導入、事

業遂行における改善等が挙げられている。

（3）複数制度

複数制度を分析している研究の場合は、個別制

度研究に比べてより多様な研究目的をみせる（表 

5）7）。最も多いのは貧困の女性化の原因・実態・関

連政策の分析を踏まえて改善策を提示するもので

あり（7本）、それらは主に家族、労働市場、福祉

政策（制度）の 3つの側面に焦点をあてていること

に共通点がある。次は低所得母子世帯の実態と関

連政策に関するもの（6本）と、女性・家族福祉関連

法政策（5本）や所得保障制度の死角地帯に関する

分析（3本）がある。その他、離婚家族や児童養育

家族、女性のワーキングプア問題に関する研究等

がある。次に分析範囲についてまとめる。26本の

うち 3つの制度すべてを取扱っているものは 9本

であり、それらは主に社会保障制度や女性・家族

福祉関連政策等の下位領域として幾つかの所得保

障制度を取上げている点に共通点をもつ。一方、

本稿の分析対象である 3つの制度の分析範囲に注

目すると、研究目的別に非常に多様で一定の特徴

を見出すことは困難であるが、制度の加入（適用）

対象と受給の両面からの分析が全体の 5割（13本）

で一番多く、受給面の分析が 6本、加入面の分析

が 3本、特別な区分がないものが 4本という結果

が明らかになった。最後に分析方法は、研究目的

別の特徴や違いがみられず制度と統計分析が中心

であり、外国事例の分析も多数である（10本）。そ

れらは主に諸制度の改善策を模索するにあたっ 

て一定の示唆を導き出すための作業の一環と見 

られる。

最後に、研究結果と課題をまとめる。全体的な

研究結果は目的別に相違があるが、3つの所得保

障制度に注目すると前節の個別制度の分析結果と

類似する。目的①では所得保障制度が性別役割分

業・性差別化されている家族・労働市場の構造を

そのまま反映するため、結果的に貧困の女性化を

容認・強化させている点、また性差に基づく統計

資料の不足により女性の貧困が隠蔽されてしまう

点等を指摘している。目的②では母子世帯の所得

水準に沿って 3つの所得保障制度がそれぞれカ

バーしているが、適用対象はごく一部でしかも給
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付水準も低いため母子世帯の貧困は依然として解

消されず貧困の女性化の象徴となっている点、ま

た近年、家庭内ケア労働への十分な政策支援が整

わない中で推進されているワークフェア型政策の

問題点を指摘している。目的③では福祉制度が前

提している女性は男性の被扶養者、児童養育・老

人扶養の責任者である点、また福祉制度政策の多

くは残余的な措置をとっている点等を挙げている。

目的④では年金制度の死角地帯にある者の多くが

女性である点、自活事業における女性差別的な要

素が貧困の女性化を助長している点を指摘してい

る。その他、離婚女性、児童養育家庭等に対して

諸制度は様々な問題をはらんでいると述べている。

これらに対する今後の課題は 2点に集中する。

一つは女性の特徴やニーズが反映される仕組みと

して予防的・ライフサイクルを考慮した貧困対策が

整えられるべきであるという点であり、もう一つは

女性のケア労働を社会的に評価・分担すべきであ

るという点である。具体的には基礎年金や年金ク

レジットの導入、年金分割や自活事業の改善、ジェ

ンダー統計資料の生産 8）、児童手当の導入等を挙

げている。

2．研究時期別分類

ここでは 52本の論文を研究時期別に1980年代、

1990年代、2000年代に 3区分し、各時期におけ

る研究動向を女性政策の動向を踏まえながら、研

究対象制度における主な論点と研究機関別特徴等

を中心に考察を行う 9）。

1980年代は複数制度に関する研究のみ存在して

表 4　複数の所得保障制度を対象とした研究

研究目的 分析範囲 分析方法

①
女性の貧困化原因・実態・関連制度政策
の分析，改善方案の提示（7）

A＋B＋C（1）：適用対象
A＋B（4）：制度（1），加入・受給
＋制度（1），加入・受給＋受給（2）
B＋C（1）：受給＋予算
A＋D（1）：制度

制度・統計分析（5）
制度・統計分析＋外国事例（2）

②
低所得母父子世帯の実態・関連政策の分
析（6）

A＋B＋E（3）：適用対象（1），適用
対象・受給＋適用対象・受給（2）
A＋D（1）：受給
B＋C（1）：適用対象
D＋E（1）：受給

制度・調査分析＋外国事例（4）
制度・統計分析＋外国事例（1）
制度・統計分析（1）

③
女性・家族福祉関連法政策の分析，改善
策の提示（5）

A＋B＋C（2）：適用対象・受給
A＋D＋E（1）：法制度
A＋B（1）：受給
制度区分なし（1）

制度（2）
制度・統計分析＋外国事例（1）
制度＋調査分析（1）
制度・統計分析＋調査分析（1）

④
所得保障制度やその死角地帯の分析，改
善策の提示（3）

A＋B＋C（2）：適用対象・受給
A＋B（1）：加入・受給＋適用対
象・受給

制度（1）
制度・統計分析（1）
制度・統計分析＋調査分析（1）

そ
の
他

福祉制度における女性像（1） A＋D：適用対象・受給 制度・統計分析

離婚家族の実態の分析，支援策の提示（1） A＋B＋C：適用対象・受給 制度・統計分析＋外国事例

女性就労貧困層と関連政策の分析（1） A＋B：受給 制度・統計分析
脆弱家族に対する児童養育支援分析，改
善策の提示（1）

B＋C：適用対象・受給 制度・統計分析

最低年金制度の導入方案の検討（1） A＋B：受給 制度・統計分析＋外国事例
注：国民年金制度（A），国民基礎生活保障制度（B），母父子福祉制度（C），旧制度=生活保護法（D），母子福祉制度（E）
出所：筆者作成
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おり、それは低所得母子世帯の実態・支援策の分

析の上、政策提案を行ったものである。韓国にお

いて 70年代までは要保護女性への事後的支援が

中心であったが、80年代に入り、民主化運動と女

性団体の活動が活発になる。その中で 1984年UN

女性差別撤廃協約の国会批准により両性平等や男

女差別撤廃等が女性政策の目標とされる。同時に

女性政策を担当する政務長官（第 2室）と政府シン

クタンクの韓国女性開発院（現・韓国女性政策研究

院、以下これに統一する）が設立され、女性問題が

本格的な政策談論となり法制度の樹立にも大きな

影響を及ぼす。80年代の 2本の研究も、母子福祉

法の制定に向けての基礎資料の提供の一環で同機

関で行われたものである。

1990年代に入り、政府は国際的な女性政策戦略

であるジェンダー主流化理念を受け入れ女性関連

法制度の樹立に力を注ぐ。特に 1995年の女性発

展基本法の制定により憲法上の平等権の実現が国

家義務となり、女性政策基本計画の策定等が定め

られる。また、以前の政務長官（第 2室）を大統領

直属特別委員会に改編する。このような政策動向

は、女性の所得保障研究にも大きく反映される。

90年代の研究動向をみると、まず国民年金制度の

導入（1988年）に伴い同制度に関する研究が徐々に

現れることが確認できる。そこでの主な論点は、

家族と労働市場の構造をそのまま反映する年金制

度において女性の年金受給権の確保は困難であり、

その対策として派生的受給権の改善と独立的受給

権の確保が求められるという点である。もう一つ注

目すべき点は、90年代後半から学会での年金制度

に関する研究が見られる点であり、そこから女性

の年金保障に関する学界での検討は、90年代後半

表 5　女性の所得保障をめぐる研究動向（研究時期別分類）

研究
時期

研究対象制度
国民年金制度
（1988年施行）

国民基礎生活保障制度
（2000年施行）

複数制度

1984 1（②）◆
1988 1（②）◆
1990 1（③）◆ 2（③，その他）◆❖
1992 2（③，その他）◆◆
1995 1（①）❖
1996 1（①）❖
1997 1（①）❖
1998 1（②）◆
1999 1（③）❖
2000 2（①）◆△ 1❖ 1（②）●
2001 1（①）◆ 1❖
2002 2（②）❖△ 2❖◆ 1（①）△
2003 2（①，その他）❖❖ 6（① -3）（② -1）（③ -1）（④ -1）❖❖●●●△
2004 2（①）❖● 3（③ -2）（④ -1）❖❖●
2005 3（① -2）（② -1）❖❖● 1◆ 3（③ -1）（④ -1）（その他 -1）❖●●
2006 2（①，その他）❖❖ 1◆ 5（① -2）（② -1）（その他 -2）❖❖❖●△
2007 1（その他）❖
計 20 6 26

注：数字は論文の数を示す．（　）内は前節の制度別研究目的のパターンとその数を示す．
記号：❖学会　◆韓国女性政策研究院　●韓国保健社会研究院　△単行本
出所：筆者作成
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から着手されたことがうかがえる。一方、複数制

度研究をみると、90年の 2本の研究は伝統的家族

モデルに基づく所得保障制度の問題を指摘してお

り、1997年の研究では貧困の女性化の原因・対策

の分析が論点となっている。特に注目すべき点は

1998年の研究である。それは 1988年韓国女性政

策研究院で行われた研究の後続研究として 10年

たった当時の低所得母子世帯の実態・関連施策の

分析・対策の提示のために実施されたものであり、

そこから同機関の低所得母子世帯に対する持続的

な研究活動がうかがえる。

2000年代に入って韓国では、「生産的福祉」の国

政理念の下で所得保障政策の全面的な改革が推進

される。特に国民基礎生活保障法の導入（2000年）、

国民皆年金の実現（1999年）は注目に値する。また

女性政策担当の政府組織である女性部の新設等

（2001年）、女性政策においても新たな進展を見せ

る。このような状況で諸研究の動向をみると、リス

トアップされた論文の 8割（40本）がここ数年間に

集中していることが何よりも目立つ。まず年金制度

では、90年代の研究と類似しており、女性の年金

受給権に焦点を当てて女性の老後所得保障への問

題を制度的・実証的に検証し、また外国事例の分

析を踏まえて改善策を提示するものが最も多い。

しかし 90年代の研究との違いが 2点見られる。一

つは以前は制度改善の重要性や必要性を強調する

水準で留まっていたが、2000年代の研究では外国

制度やシミュレーション分析等を通じて、より具体

的な改善策の検討を試みている点である。もう一

つはまだ少数にすぎないが、年金分割や年金クレ

ジット等のように研究テーマの多様化が見られる

点である。

次に、この時期におけるもう一つの大きな特徴

は、国民基礎生活保障制度の導入に伴いそれに関

する研究が着手された点である。主な研究論点は、

ジェンダー主流化観点からみた同制度における自

活事業の問題・課題の分析である。最後に、複数

制度については、年金制度研究と同様に研究の数

が急増している点（20本）と、研究論点が 90年代

のものとそれほど変わりはなく、貧困の女性化や低

所得母子世帯の実態・対策の分析等に関する研究

が最も多い点が特徴である。しかし 90年代の研究

との違いは、①社会的排除や社会権という新たな

観点からの考察が見られる点、②養育・離婚家族、

女性ワーキングプア等研究テーマの多様化が見ら

れる点である。このような所得保障研究の量的・

質的変化は、女性部の設立や所得保障制度の導入・

成熟に伴い、貧困の女性化や社会保障における死

角地帯の問題等、女性の所得保障への必要性がよ

り高まってきたことに起因すると考える。

一方、2000年代には研究機関別の特徴も見られ

る。最も目立つのは学会での研究が急増したこと

である。90年代には 5本であった論文の数が

2000年代には 20本で 4倍増しており、特に諸制

度にもれなく研究活動が見られるなど、女性の所

得保障に関する学界での議論が本格化されたと言

えよう。また韓国保健社会研究院による研究も、こ

の時期にはじめて登場し多くの研究実績をみせて

いる。

Ⅲ．全体的考察と今後の研究課題

ここでは前節の研究制度別・時期別分類の考察

結果を総括した上で、今後求められる女性の所得

保障に関する研究課題を提示する。

1．制度別研究動向

52本を制度別に分類した結果、個別制度研究と

複数制度研究の数は同数である。個別制度におい

ては年金制度に関するものが圧倒的に多く、次が

国民基礎生活保障制度に関するものである。年金

制度では主に女性の年金受給権に着目しており、

制度・統計分析を通じた考察が多い。研究結果と

しては、女性の家庭内無償労働と不安定な労働市
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場の構造が年金制度にそのまま反映され、女性の

老後所得保障は非常に不安定となる点で多くの研

究が共通しており、派生的受給権の改善と独立的

な受給権の確保等が改善策として挙げられている。

国民基礎生活保障制度においては、すべてが自活

事業に焦点化しており、制度・統計分析のみなら

ず実態調査も取り入れている点で大きな特徴をも

つ。研究結果としては、自活事業の対象者選定や

事業内容における問題点等が指摘されている。改

善策はジェンダー主流化観点の下で参加者のニー

ズへの的確な対応、自活事業のインフラの拡充、

ジェンダー統計の生産等を挙げている。

一方、複数制度においては、貧困の女性化や低

所得母子世帯の原因・実態・対策に関する分析に

集中しており、制度・統計分析のみならず外国事

例の分析も多数である。全体的な研究結果として

所得保障制度が貧困の女性化を容認・強化させる

点、低所得母子世帯に対する所得保障の不備等を

指摘している。今後の改善策は、女性の特徴・ニー

ズが反映される貧困対策の構築、女性のケア労働

に対する社会的分担の必要性等があり、具体的に

は基礎年金や児童手当の導入、自活事業の改善等

を挙げていた。

2．時期別研究動向

1980年代は国内外の様々な影響により女性政策

への関心が一層高まった時期であり、特に低所得

母子世帯への対策が求められていた。そこで女性

の所得保障研究も低所得母子世帯の実態と支援策

に関するもので、その中心的な役割を担ったのが

韓国女性政策研究院であった。1990年代は女性関

連法制度の樹立、政府組織の整備等女性政策の土

台が整えられた時期である。そして両性平等やジェ

ンダー主流化理念が所得保障制度研究に多く反映

される。特に女性の年金受給権問題がはじめて議

論されるようになっており、複数制度においては、

貧困の女性化や低所得母子世帯の実態と対策に研

究論点が集中する。韓国女性政策研究院は、80年

代に続き 90年代においても活発な研究を見せてお

り、女性の年金保障に関する学会での議論が 90年

代後半から始まった点も注目に値する。

2000年代は、所得保障制度の拡大に伴って諸

研究における量的・質的変化が見られる。年金制

度では以前から焦点となっていた女性の年金受給

権に加えて、年金分割や出産・育児クレジット等

の論点が見られる。一方、国民基礎生活保障制度

では自活事業に関する研究が、複数制度では 90年

代の論点と類似するが離婚家族や女性ワーキング

プア等に関する研究も見られる。なお、2000年に

入ってから、学会での研究数の急増も重要な特徴

の一つである。

以上の結果より、女性の所得保障に関する全体

的な研究動向は次の 3点で要約できる。第 1に、

80年代は母子福祉制度について、90年代は国民

年金制度と母子福祉制度について、2000年代はそ

れらに国民基礎生活保障制度と女性福祉関連制度

が加えられるなど、研究対象制度が徐々に拡大さ

れることが見られる。これは所得保障制度の成立・

展開に相まって研究が進められたためであると考

える。第 2に、年金制度では女性の年金受給権が 

（90年代～ 2000年代）、複数制度では貧困の女性

化と低所得母子世帯の実態と対策が（80年代～

2000年代）主な焦点となっており、時期別の研究

特徴はあるものの諸制度の研究焦点においてはそ

れほど大きな変化は見られない。これは所得保障

制度の未成熟によるもので諸制度において依然と

して多くの課題が残されていることを示唆する。第

3に、研究機関に注目すると学会での実績が最も多

く（25本）、次は韓国女性政策研究院（12本）、韓国

保健社会研究院（10本）の順となる。そして研究の

持続性の観点からみると、特に 80年代から現在ま

で多くの研究実績を見せている韓国女性政策研究

院の貢献度は高く評価できると考える。
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3．女性の所得保障に関する今後の研究課題

以上の考察結果を踏まえて今後の研究課題を提

示すると、以下の 4点にまとめられる。

① すべての女性の全生涯における所得保障の必要

性を視野に入れた研究

これまでの女性の所得保障をめぐる研究は、主

に低所得母子世帯や高齢女性に焦点化しており、

特に年金制度の分析が中心とされてきたことが明

らかとなった。多くの研究で指摘しているように、

女性の貧困は家族での性別役割分業、労働市場で

の男女間差別、それらを反映する社会保障制度の

不備等が相互に絡み合って生じるものであり、特

に老後の貧困はそれらの積み重ねによる結果でも

ある。つまり女性の所得保障は、高齢期のみの問

題とは限らない全生涯における問題・課題である。

また、社会保障制度における女性の取扱いが女性

個人のみならず世帯状況とも密接に関連する点を

勘案すると、女性はライフサイクル上どの段階でも

貧困に陥る可能性があることを忘れてはならない。

2000年に入り、所得保障研究における量的・質的

変化、学会と政府シンクタンクの活発な研究活動

等、女性の所得保障をめぐる今後の研究動向が注

目される中で上記の点を念頭に置き、今後は要保

護女性のみならず一般女性を含めたすべての女性

を視野に収め、かつ女性の全生涯における所得保

障の必要性を認識しながら研究を進める必要があ

るだろう。

②特定問題に焦点化した年金制度研究の必要性

個別制度研究に注目すると、年金制度にかなり

偏っている。しかも、それらの大半は年金制度全

般における問題点の分析であり、特定問題（年金分

割、年金クレジット等）に焦点化した研究はわずか

である。これは国民皆年金の実施が近年であるが

ゆえの年金制度の未成熟によるものと考える。しか

しながら 1999年の年金分割の導入、2008年から

実施される出産クレジット制度 10）等の近年の年金

改革、また以前から導入を求めている基礎年金等

を考慮すると、それらの特定問題と女性の年金保

障との関係や今後のあり方等についてより丹念な

検討は欠かせないものと考える。今後は、女性の

年金問題をより焦点化して研究を進める必要があ

るだろう。

③所得保障の制度間考察の必要性

本稿の考察結果、3つの制度すべてを対象とし

ている研究は、52本のうち 9本のみである。しか

もそれらの多くは制度概説が中心で、女性の所得

保障をめぐる諸制度の役割や機能の関係までは考

察されていない。公的な所得保障の手段には社会

保険、公的扶助、社会手当、税制等様々なものが

あり、それら制度の守備範囲は他制度との関係で

左右される。さらに女性当事者の立場に立つと、

所得保障は諸制度の組み合わせにより達成される

ものであり、また前述の通りにそれは女性の全生

涯における問題でもある。以上を考慮すると、今

後は、女性の所得保障の観点からの所得保障制度

の制度間考察が不可欠である。

④先進諸国の制度研究及び国際比較研究

52本のうち外国制度の分析は 17本である。こ

れは全体の 3割で一見少なく見えるかもしれない

が、諸研究の目的パターン別にみると、ほぼすべ

てに用いられる研究方法として看過できない特徴

と言える。しかしながら、それらは主に制度概説

が中心で多くの検討の余地が残されている。本稿

の考察結果、多くの研究では基礎年金や児童手当

の導入、自活事業の改善等を示していたが、女性

の観点から具体的な考察に取り組んでいる研究は

あまり見当たらなかった。基礎年金や児童を対象

とする社会手当、ワークフェア政策は既に多くの先

進国で実施されており、それらに対する研究は韓

国において多くの示唆を与えるに違いない。しかし
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そこで注意すべき点は制度概説のみならず導入背

景や変遷、成果等の考察が必要である以上に、韓

国における導入・改善の根拠及び正当性を明確化

する作業が先行されるという点である。なぜなら 

ば、制度の導入・改善の根拠により適用対象、給

付内容、財源調達等の制度の仕組みが変わってく

るためである。どのような根拠で制度設計が可能

なのか、それらは社会的合意を得られるものか、ま

た様々なライフスタイルに対応できるものか等、制

度の実行に至るまでのもう一つの分析が欠かせな

いと考える。今後は上記の点を踏まえて、外国制

度の分析や国際比較研究をより深めていく必要が

ある。

Ⅳ．終わりに

本稿では、韓国の女性の所得保障をめぐる研究

を研究制度別・時期別に考察した上で、今後の研

究課題を提示した。それらの研究結果は既にⅢで

総括しており、また紙面の制約上ここでは割愛す

る。以下では今後の課題について述べておきたい。

本稿は、女性の所得保障の観点から所得保障制

度を分析対象とする研究に限定してレビューを

行ったため、所得保障をめぐる議論の全体像を把

握するには限界を含む。また提示された 4つの研

究課題は、これまでの研究成果と限界に照らして、

今後求められる研究の方向性を示したもので、具

体的にどのような手立てを講ずるかまでは踏み込

んでいない。今後は所得保障制度をめぐる研究の

相互関係、また女性の所得保障に関する研究を深

めるためにどのような分析モデルを取り込むか等

の研究技術的側面に注目した研究が必要であろう。

謝辞：本稿の執筆にあたって指導教授である岡部

卓先生（首都大学東京）と査読してくださったレ

フェリーから極めて有益なコメントをいただいた。

この場を借りて心からお礼を申し上げる。

注
1） 金大中政権の初期に‘福祉の死角地帯’の用語が登場
した．それは IMF体制の下に発生した大量の失業者
を既存の社会保障制度が十分保障できないという状
態を表したものである（ナム・チャンソプ 2002；21）．

2） 韓国の社会保障制度は，社会保障基本法（1995年）に
より社会保険，公共扶助，社会福祉サービス及び関
連福祉制度の三分野から構成されており，ここで挙
げている 3つの制度が各分野の代表的な所得保障制
度と言える．ちなみに 2007年 10月 17日より「母父子
福祉法」は「一人親家族支援法」へ改正されたが，本稿
では既存の研究レビューという点から以前の法制度
名を用いることとする．

3） 韓国学術振興財団では，一定の評価基準の下で一定
点数以上の論文のみを登載･登載候補学術論文誌と
して公認している．ここではそれらのうち本稿の目的
との関係から，またそれぞれの研究領域において最
も代表的なものとして知られている論文を対象とし
た．

4） これに属する諸研究を研究目的別に示すと，①（キム・
ミワォン 1995；オ・グンシク 1996；キム・ヘリョン
2000；キム・テホン他 2000；パク・ヨンラン他 2001；
ソク・ゼウン 2003，2004；イ･ゼヒ 2004；チョン・
ゼフン 2005；キム・スボン他 2005；ソ・ドンヒ
2006），②（オム・ギュシュク 2002；ソク・ゼウン ,キム・
ヨンハ 2002；キム・スワン 2005），③（ナム・ジョン
リム 1992；ゾ・ビョンウン 1990；チェ・ソンファ
1999），その他（チェ・シュッヒ 1992；イ・ジョンウ
2003；キム・スワン 2006）である．

5） ジェンダー主流化は，政治・経済・社会領域のすべ
ての政策とプログラムの計画・実施・モニタリング・
評価において両性の関心と経験を反映することに
よって，両性にとって同等の結果と平等を実現する戦
略であり，その究極的な目的はジェンダー平等を成し
遂げることである （パク・ヨンラン他 2001；39）．

6） これに属する諸研究は，ペク・ソンヒ 2000；ガン・
ナムシック，ペク・ソンヒ 2001；イ・シュクジン
2002；パク・ヨンラン他 2002；ファン・ジョンイム他
2005；ファン・ジョンイム，ソン・チソン 2006である．

7） これに属する諸研究を研究目的別に示すと，①（キム・
ヨンラン 1997；パク・ヨンラン他 2003；パク・ヨンラ
ン 2002；ソク・ゼウン他 2003；パク・ニュンフ他
2003；イ・ヘギョン 2006；キム・アンナ 2006），②（キ
ム・ジョンザ 1984；キム・ジョンザ他 1988；パク・
ヨンラン 1998；キム・ミシュク他 2000；ソン・ダヨン
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2003，2006），③（パク・インドク他 1990；パク・ミソ
ク他 2003；パク・ミソク他 2004；キム・ヨンラン
2004；キム・へラン 2005），④（ゾ・ヒョン他 2003；チェ・
ウンヨン他 2004；ソン・ダヨン 2005），その他（イ・
へギョン 1990；キム・ミシュク他 2005；シム・サン
ヨン 2006；キム・ウンジョン他 2006；キム・スボン
2007）である．

8） ジェンダー統計とは，女性と男性の状況・必要と特
殊な問題等を反映するために男女に区分して生産・
提示される一切の統計をいう．1975年 UN第 1次世
界女性大会の際にジェンダー統計の重要性が公式的
に示され，1995年に女性関連政策戦略として採択さ
れた．韓国では女性発展基本法で国と自治体で人的
統計を作成する際には性別を分析単位として取り入
れるべきであるという内容を新設した（第 13条）．

9） ここでの研究時期は 52本の諸研究の発刊時点に基づ
いており，母父子福祉制度を単独に取り扱った研究
はなかったため表では記されていない．

10） 少子化対策と年金死角地帯の縮小等を目的とし，第 2

子の出産から年金加入期間として加算される措置で
ある（第 2子は 12カ月，第 3子は 18カ月が加算）．
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